
会社名  株式会社ちゅうぎんエナジー
代表者  松岡 信一
所在地  岡山県岡山市北区丸の内1丁目15番20号

                          ちゅうぎん本店ビル9階
設立日  2023年4月3日
資本金  100百万円(別途資本準備金100百万円)
株主   株式会社ちゅうぎんキャピタルﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ(100％子会社)
事業内容 太陽光PPA事業を中心とした再エネ発電事業

再エネ発電所の買取・売電事業
自治体新電力等の立ち上げ支援・投融資

会社概要

ちゅうぎんエナジーがお客さまの屋根等に太陽光発電設備を設置し、発電した電気をお客さまに直接供給いたします。

オンサイトPPA

導入スキーム

環境貢献
（外部PR効果）

電気料金削減
（価格変動リスクの

軽減） 初期投資
不要

管理コスト
不要

（保守管理/
保険など）

オンサイトPPA方式の
メリット

自己所有型のメリット

災害時の
電源活用
（事業継続性の

向上）

国際イニシア
ティブ対応
（「RE100」への
活用など）

再エネ電力供給

電気料金
(20年間）

太陽光設置
保守運用

需要家
✓ お客さまの初期投資、保守管理費は不要。
✓ サービス利用料金は長期かつ固定価格となり、
     電力コストを一部固定化できます。

導入時のメリット

知る 測る 減らす オフセット
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株式会社ちゅうぎんエナジー①



オフサイトPPA

中国銀行がオフサイトPPAによる再生可能エネルギー導入を開始
－ちゅうぎんエナジーとクリーンエナジーコネクトが、地域の脱炭素の実現に向け、業務提携により導入支援－

中国銀行（岡山市北区丸の内一丁目１５番２０号 頭取 加藤 貞則）では、
CO2排出量削減目標に向けた取組みとして、オフサイトPPA※1サービスを活用し、追
加性のある再生可能エネルギーを、本店を含む9事業所で導入しましたのでお知らせい
たします。

オフサイトPPAサービスの導入にあたり、株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグループ
（以下「ちゅうぎんFG」という）の株式会社ちゅうぎんエナジー（岡山市北区丸の内一
丁目１５番２０号 ちゅうぎん本店ビル９階 代表取締役 松岡 信一、以下「ちゅうぎ
んエナジー」という）は、株式会社クリーンエナジーコネクト（東京都千代田区大手町
２ー２ー１ 代表取締役 内田 鉄平、以下「クリーンエナジーコネクト」という）と業務提
携契約を締結して協業をおこない、地域の脱炭素の実現に向けた第1弾として、中国銀
行向けにオフサイトPPAサービスを提供いたします。

ちゅうぎんエナジーが所有する太陽光発電所で発電した電力を、送配電網を介してお客さまに供給いたします。

✓ 敷地内において自家消費型太陽光の設置が難しいお客さま
も再エネを活用した脱炭素化が可能です。

✓ 追加性のある再生可能エネルギーの長期・安定的な調達が
可能です。

導入スキーム

導入時のメリット

2025年8月にオフサイトPPA第一弾として、グループの中国銀行向けに
再エネ供給を開始しました（右記リリース文）
今後、本スキームを横展開のうえ地域のお客さまの脱炭素の促進に貢献
していきます。

知る 測る 減らす オフセット
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株式会社ちゅうぎんエナジー②



株式会社エナーバンク①

会社設立 2018年7月10日
所 在 地  東京都中央区日本橋2丁目1－17丹生ビル2階
連 絡 先 03-6868-8463
事業内容

会 社 概 要 ・ 事 業 内 容

全国の小売電気事業者からオークション形式で最適な電⼒契約を選定
する完全無料の仲介サービス
他社の価格を見ながら再入札可能な「競り下げ式」によるオークション
により、透明性を確保しつつ、公正な競争環境を創出し、再エネ導入に
よる脱炭素化とコスト抑制が可能。

知る 測る 減らす オフセット

エネルギー・環境・デジタルテクノロジーの専門力で、脱炭素実現やエネルギー問題解決に取り組む自治体や企業を支援

1.電⼒オークションシステムの開発・運営 
2.環境価値取引プラットフォームの運営
3.太陽光発電設備導入マッチングの運営
4.エネルギー調達・脱炭素化のためのデジタル

コンシェルジュサービスの開発・運営

<エネーバンクの提供する4つのソリューション>

電力リバースオークション「エネオク」

環境省・全国50以上の自治体で採用
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株式会社エナーバンク②

共 同 調 達 事 業 脱炭素化に向けて取組みたいこと

知る 測る 減らす オフセット

エネルギー・環境・デジタルテクノロジーの専門力で、脱炭素実現やエネルギー問題解決に取り組む自治体や企業を支援

環境と経済を両立させる手段として、再エネ電力・

非化石証書・太陽光発電設備の共同調達を自治体と

連携して展開し、官民での脱炭素化を推進。

<自治体との共同調達事業（R7.９現在)>

自治体様、企業様でこんな悩みはありませんか？

<再エネ共同調達事業スキーム図>

再エネを導入したいが、コスト増になりそう

料金メニューの比較や調達手続きが煩雑

地域・グループ内の脱炭素化を上手く進められない

その悩み、エナーバンクのサービスで解決します

電⼒リバースオークション「エネオク」

による電気料金の抑制の実現

再エネ由来の電⼒調達支援による

GX化の実現

利用料無料の弊社サービスによる業務DXに加え、

1

2

共同調達によるスケールメリットを

活かした経済と環境の両立の実現
3
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知る 測る 減らす オフセット

株式会社カナメ①
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知る 測る 減らす オフセット

株式会社カナメ②
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